
 

「令和６年度版 東京都内の自立支援協議会の動向」調査票 
 

個 票 
 

１ 地域自立支援協議会の基本事項 

（１）名称 

地域自立支援協議会の名称を記入してください。 

（２）ホームページＵＲＬ 

地域自立支援協議会活動を掲載している公式ホームページのＵＲＬを記入してください。未開
設の場合は未開設と記入してください。 

（３）組織図 

地域自立支援協議会の組織図、概念図等を記入してください。 
 

 

 

２ 地域自立支援協議会の委員 

（１）委員名簿 

地域自立支援協議会委員の役職（会長、副会長等のみ、委員の記載は不要）、氏名、所属、種別、
経験年数を記入してください。氏名等を公開できない場合は、その理由を「委員名簿に情報を記
載できない理由」欄に記載してください。 
「種別」は次の項目から選択してください。「その他」を選んだときは、その内容を備考に記入

してください。 
① 学識経験者           ② 医療関係者 
③ 保健所             ④ 教育関係機関 
⑤ 雇用関係機関          ⑥ 企業 
⑦ 障害当事者（ピアサポーター含む）⑧ 家族・関係団体 
⑨ 身体・知的障害者相談員     ⑩ 相談支援事業者 
⑪ 障害福祉サービス等事業者    ⑫ 社会福祉協議会 
⑬ 法曹関係者           ⑭ 民生委員・児童委員 
⑮ 地域住民            ⑯ 行政職員（区市町村） 
⑰ 行政職員（都）         ⑱ その他 
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（２）委員構成 

全体会及び専門部会ごとに各種別の人数を記入してください。 

 

  

※委員名簿に情報を記載できない理由

№ 備考

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

役職 氏　名 所　属 種　別
経験
年数

0

0

0

民生委員・児童委員

地域住民

0

0

行政職員(区市町村)

行政職員(都）

0

0

社会福祉協議会

法曹関係者

身体・知的障害者相談員

0

0

相談支援事業者

障害福祉サービス等事業者

雇用関係機関

企業

0家族・関係団体

障害当事者（ピアサポーター含む）

0

保健所

教育関係機関

学識経験者

　　　　　全体会・
　　　　　　　　部会名

　　種　別

医療関係者

全体会 部会１ 部会２ 部会３ 部会４

0

0

0

0

0

0

0

0 0

0

0

その他

計 0

３ 地域自立支援協議会の活動状況 

（１）地域自立支援協議会での協議事項（複数回答） 

地域自立支援協議会で令和 6年度に協議した事項について、次の①～⑮の番号から選び、協議
内容や活動内容を具体的に（どのようなことに取り組んだかがわかるように）記入してください。
（協議した事項の番号をすべて選んでください。） 
① 相談支援事業の運営体制に関すること。 
② 就労支援に関すること。 
③ 地域移行・地域定着支援に関すること。 
④ 高齢者福祉サービスとの連携に関すること。 
⑤ 医療と福祉の連携に関すること。 
⑥ 困難事例等の解決に向けた検討に関すること。 
⑦ 関係機関や他分野のネットワークに関すること。 
⑧ 社会資源の開発及び改善に関すること。 
⑨ 障害者差別解消法や条例、権利擁護に関すること。 
⑩ 地域生活支援拠点等の整備に関すること。 
⑪ 障害福祉計画等に関すること。 
⑫ 地域自立支援協議会の運営に関すること。 
⑬ 他区市町村との連携に関すること。 
⑭ その他（                 ） 
⑮ 特に何もしていない。 
 
番号 
 
 
 
 

（２）地域自立支援協議会としての役割（複数回答） 

地域自立支援協議会はどのような役割を果たしていますか。次の①～⑫の番号から選び、内容
を具体的に記入してください。（果たしていると思われる項目の番号をすべて選んでください。） 

 ＜情報機能＞ 
  ① 情報の顕在化  ② 情報共有・情報発信 
 <調整機能＞ 
  ③ 分野を越えてのネットワークの構築 

④ 各分野の社会資源の共有化及び整合性の確認 
  ⑤ 地域課題の整理            

⑥ 課題解決に向けての検討 
  ⑦ 障害福祉計画等の進捗管理や調整 
 ＜開発機能＞ 
  ⑧ 社会資源の開発及び改善 
 ＜教育機能＞ 
  ⑨ 構成員の資質向上・研修の場 
 <権利擁護機能＞ 
  ⑩ 権利擁護・虐待防止 
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（２）委員構成 

全体会及び専門部会ごとに各種別の人数を記入してください。 

 

  

※委員名簿に情報を記載できない理由

№ 備考

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

役職 氏　名 所　属 種　別
経験
年数

0

0

0

民生委員・児童委員

地域住民

0

0

行政職員(区市町村)

行政職員(都）

0

0

社会福祉協議会

法曹関係者

身体・知的障害者相談員

0

0

相談支援事業者

障害福祉サービス等事業者

雇用関係機関

企業

0家族・関係団体

障害当事者（ピアサポーター含む）

0

保健所

教育関係機関

学識経験者

　　　　　全体会・
　　　　　　　　部会名

　　種　別

医療関係者

全体会 部会１ 部会２ 部会３ 部会４

0

0

0

0

0

0

0

0 0

0

0

その他

計 0

３ 地域自立支援協議会の活動状況 

（１）地域自立支援協議会での協議事項（複数回答） 

地域自立支援協議会で令和 6年度に協議した事項について、次の①～⑮の番号から選び、協議
内容や活動内容を具体的に（どのようなことに取り組んだかがわかるように）記入してください。
（協議した事項の番号をすべて選んでください。） 
① 相談支援事業の運営体制に関すること。 
② 就労支援に関すること。 
③ 地域移行・地域定着支援に関すること。 
④ 高齢者福祉サービスとの連携に関すること。 
⑤ 医療と福祉の連携に関すること。 
⑥ 困難事例等の解決に向けた検討に関すること。 
⑦ 関係機関や他分野のネットワークに関すること。 
⑧ 社会資源の開発及び改善に関すること。 
⑨ 障害者差別解消法や条例、権利擁護に関すること。 
⑩ 地域生活支援拠点等の整備に関すること。 
⑪ 障害福祉計画等に関すること。 
⑫ 地域自立支援協議会の運営に関すること。 
⑬ 他区市町村との連携に関すること。 
⑭ その他（                 ） 
⑮ 特に何もしていない。 
 
番号 
 
 
 
 

（２）地域自立支援協議会としての役割（複数回答） 

地域自立支援協議会はどのような役割を果たしていますか。次の①～⑫の番号から選び、内容
を具体的に記入してください。（果たしていると思われる項目の番号をすべて選んでください。） 

 ＜情報機能＞ 
  ① 情報の顕在化  ② 情報共有・情報発信 
 <調整機能＞ 
  ③ 分野を越えてのネットワークの構築 

④ 各分野の社会資源の共有化及び整合性の確認 
  ⑤ 地域課題の整理            

⑥ 課題解決に向けての検討 
  ⑦ 障害福祉計画等の進捗管理や調整 
 ＜開発機能＞ 
  ⑧ 社会資源の開発及び改善 
 ＜教育機能＞ 
  ⑨ 構成員の資質向上・研修の場 
 <権利擁護機能＞ 
  ⑩ 権利擁護・虐待防止 
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 ＜評価機能＞ 
  ⑪ 相談支援過程における評価（相談支援の質の評価、機関等及びそれらの連携に関する 

評価、施策に関する評価、政策作成に係る提言） 
 ＜その他の機能＞ 
  ⑫ その他（                ） 
番号 
 
 
 
 

（３）地域自立支援協議会として把握している地域課題 

ア 地域課題に対して取り組んだ（取り組んでいる）内容又は取り組めなかった

理由等（複数回答） 

地域自立支援協議会にあがった具体的な地域課題について、次の①～⑬の番号から選び、そ
の課題に対して取り組んだ（取り組んでいる）内容又は取り組めなかった理由等を具体的に記
入してください。 
① 相談支援の質及び量        ② 社会資源の開発及び改善 
③ 権利擁護・虐待防止        ④ 高齢福祉分野との連携 
⑤ 福祉人材（マンパワー）の確保   ⑥ 緊急・災害等対応 
⑦ 医療的ケア            ⑧ 障害児支援 
⑨ 教育支援             ⑩ 就労支援 
⑪ 地域移行・地域定着支援      ⑫ ライフステージを通じた支援 
⑬ その他（               ） 

番号 
 
 
 
 
 
 

イ 地域課題の中で、広域又は東京都全域で対応するほうが良いと考える課題 

前項アで地域自立支援協議会にあがった具体的な地域課題の中で、広域又は東京都全域で対
応するほうが良いと考える課題がありましたら、その番号と理由等を具体的に記入してくださ
い。 
 
 
 
 
 
 

  

４ 地域自立支援協議会の活性化内容変更 

（１）法改正に伴う地域自立支援協議会の見直し等（複数回答） 

障害者総合支援法の改正により、令和６年４月１日から、基幹相談支援センターの設置及び地
域生活支援拠点等の整備が市町村の努⼒義務となり、（自立支援）協議会についても、地域課題の
抽出及びその解決を図る機能を促進するための改正が行われました。 
この改正を踏まえ、地域自立支援協議会の見直しや活動促進の取組を行いましたか。次の①～

⑧の番号から該当する番号を全て選び、実施内容を具体的に記入してください。 
 
① 個別事例の検討を通じて、地域のサービスの開発・改善につなげた。（予定含む。） 
② 個別事例への支援のあり方に関する協議、調整を行うため、専門部会等の設置や改編を行
った、又は行う見込みである。 

③ 区市町村の担当部署と基幹相談支援センターが共同で事務局を担当するなど、基幹相談支
援センターとの連携を強化した。 

④ 地域課題の抽出を促進するため、地域の相談支援事業者等が参画する機会を増やした。 
⑤ 地域生活支援拠点等の整備、コーディネーターの配置等、地域生活支援拠点等の整備や機
能の充実について検討・検証を行った。 

⑥ 東京都自立支援協議会の活動から得られる情報等を活用した。 
⑦ その他（                 ） 
⑧ 特に何もしていない。 
番号 
 
 
 
 

（２）地域で生活する当事者の声の反映（複数回答） 

地域で生活する多様な当事者（障害種別、年齢等）の声を吸いあげられる地域自立支援協議会
にするために、取り組んでいることについて、次の①～⑨の番号から選び、その内容を具体的に
（どのようなことに取り組んだかがわかるように）記入してください。 

 
① 当事者部会を設置している。（予定含む。） 
② 協議会の設置要綱等に当事者委員の数を規定し、全体会や部会に一定数の当事者が参画す
るようにしている。 

③ 本会議や専門部会にオブザーバー等として参加して意見をいう機会を設けている。 
④ 障害者団体等からのヒアリングを実施している。 
⑤ 地域で生活する当事者に対してアンケート調査等を実施している。 
⑥ 障害のある人もない人も参加するイベント等を活用している。 
⑦ 東京都自立支援協議会の活動（地域自立支援協議会交流会、自立支援協議会担当者連絡会
等）を通して情報を収集している。 

⑧ その他（                 ） 
⑨ 特に何もしていない。 
番号 
 
 
 

− 328 −



 ＜評価機能＞ 
  ⑪ 相談支援過程における評価（相談支援の質の評価、機関等及びそれらの連携に関する 

評価、施策に関する評価、政策作成に係る提言） 
 ＜その他の機能＞ 
  ⑫ その他（                ） 
番号 
 
 
 
 

（３）地域自立支援協議会として把握している地域課題 

ア 地域課題に対して取り組んだ（取り組んでいる）内容又は取り組めなかった

理由等（複数回答） 

地域自立支援協議会にあがった具体的な地域課題について、次の①～⑬の番号から選び、そ
の課題に対して取り組んだ（取り組んでいる）内容又は取り組めなかった理由等を具体的に記
入してください。 
① 相談支援の質及び量        ② 社会資源の開発及び改善 
③ 権利擁護・虐待防止        ④ 高齢福祉分野との連携 
⑤ 福祉人材（マンパワー）の確保   ⑥ 緊急・災害等対応 
⑦ 医療的ケア            ⑧ 障害児支援 
⑨ 教育支援             ⑩ 就労支援 
⑪ 地域移行・地域定着支援      ⑫ ライフステージを通じた支援 
⑬ その他（               ） 

番号 
 
 
 
 
 
 

イ 地域課題の中で、広域又は東京都全域で対応するほうが良いと考える課題 

前項アで地域自立支援協議会にあがった具体的な地域課題の中で、広域又は東京都全域で対
応するほうが良いと考える課題がありましたら、その番号と理由等を具体的に記入してくださ
い。 
 
 
 
 
 
 

  

４ 地域自立支援協議会の活性化内容変更 

（１）法改正に伴う地域自立支援協議会の見直し等（複数回答） 

障害者総合支援法の改正により、令和６年４月１日から、基幹相談支援センターの設置及び地
域生活支援拠点等の整備が市町村の努⼒義務となり、（自立支援）協議会についても、地域課題の
抽出及びその解決を図る機能を促進するための改正が行われました。 
この改正を踏まえ、地域自立支援協議会の見直しや活動促進の取組を行いましたか。次の①～

⑧の番号から該当する番号を全て選び、実施内容を具体的に記入してください。 
 
① 個別事例の検討を通じて、地域のサービスの開発・改善につなげた。（予定含む。） 
② 個別事例への支援のあり方に関する協議、調整を行うため、専門部会等の設置や改編を行
った、又は行う見込みである。 

③ 区市町村の担当部署と基幹相談支援センターが共同で事務局を担当するなど、基幹相談支
援センターとの連携を強化した。 

④ 地域課題の抽出を促進するため、地域の相談支援事業者等が参画する機会を増やした。 
⑤ 地域生活支援拠点等の整備、コーディネーターの配置等、地域生活支援拠点等の整備や機
能の充実について検討・検証を行った。 

⑥ 東京都自立支援協議会の活動から得られる情報等を活用した。 
⑦ その他（                 ） 
⑧ 特に何もしていない。 
番号 
 
 
 
 

（２）地域で生活する当事者の声の反映（複数回答） 

地域で生活する多様な当事者（障害種別、年齢等）の声を吸いあげられる地域自立支援協議会
にするために、取り組んでいることについて、次の①～⑨の番号から選び、その内容を具体的に
（どのようなことに取り組んだかがわかるように）記入してください。 

 
① 当事者部会を設置している。（予定含む。） 
② 協議会の設置要綱等に当事者委員の数を規定し、全体会や部会に一定数の当事者が参画す
るようにしている。 

③ 本会議や専門部会にオブザーバー等として参加して意見をいう機会を設けている。 
④ 障害者団体等からのヒアリングを実施している。 
⑤ 地域で生活する当事者に対してアンケート調査等を実施している。 
⑥ 障害のある人もない人も参加するイベント等を活用している。 
⑦ 東京都自立支援協議会の活動（地域自立支援協議会交流会、自立支援協議会担当者連絡会
等）を通して情報を収集している。 

⑧ その他（                 ） 
⑨ 特に何もしていない。 
番号 
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（３）ＩＣＴの活用（複数回答） 

地域自立支援協議会活動においてＩＣＴを活用していますか。次の①～⑨の番号から活用して
いる取組を選び、その内容を具体的に記入してください。 

 
① 当事者等が集合形式での参加が難しい場合、ハイブリッド形式（集合とリモートの双方に
対応した方法）で会議を実施 

② 会議録作成等に、音声認識による文字起こしツールを活用 
③ 会議等で音声認識ツールを活用し音声を文字化して表示 
④ 会議資料をデータ配布、画面共有等により提供（紙を使用しない。） 
⑤ 遠隔コミュニケーションロボットを活用して会議等に参加 
⑥ 講演会等の動画配信 
⑦ 調査・アンケート等でＷｅｂ回答できるフォームを用意 
⑧ その他（                 ） 
⑨ 特に活用していない。 
 
 

５ 地域移行・地域生活支援の取組新規 

（１）施設入所者・長期在院者等の実態把握（複数回答） 

障害福祉計画では、地域移行者数や長期入院患者数の目標値を設定していますが、その実態を
どのように把握していますか。次の①～⑥の番号から該当する番号を全て選び、実施内容を具体
的に記入してください。 

 
① 入所施設や入院先の病院に出向いて、本人や家族の地域移行の希望を調査 
② 施設入所者や長期在院者等に対し、アンケート等を実施 
③ 入所施設や入院先の病院との連携を図ることで入所者等の意向を把握 
④ 障害支援区分の認定調査の際に実態を把握 
⑤ その他（                 ） 
⑥ 特に把握していない。 
番号 
 
 
 

（２）利用しているサービス等（複数回答） 

前項で実態を把握しているとした場合回答してください。地域移行を希望している施設入所者
や長期在院者は、何らかのサービス等を利用していますか。次の①～⑥の番号から該当する番号
を全て選び、その内容を具体的に記入してください。 

 
① 相談支援（地域移行支援など） 
② グループホーム等の体験利用 
③ ピアサポーターの活用 
④ 施設や病院からの働きかけ 
⑤ その他（                 ） 
番号 
 
 

一 覧 
 

① 各区市町村における地域自立支援協議会の設置状況（一覧） 

＊令和６年 3 月 31 日現在の情報です。令和７年 3 月 31 日現在の内容に更新し、赤字で記入して
ください。 

＊地域自立支援協議会の運営方法は、「直営、委託、直営・委託、指定管理」から選択してください。 
＊障害当事者（本人）で委員に就任されている方の人数を、「当事者数」に再掲してください。この
人数は、個票２「（２）委員構成」の種別に関係なく、区市町村で障害当事者（本人）として対応
している方の人数となります。 

 
② 各区市町村地域自立支援協議会の事務局（一覧） 

＊令和６年 3 月 31 日現在の情報です。令和７年 3 月 31 日現在の内容に更新し、赤字で記入して
ください。 

 
③ 各地域自立支援協議会における地域課題（有無・把握方法） 

＊地域自立支援協議会において具体的な地域課題はあがっているか、「あがっている、あがっていな
い、わからない」のうち、該当するものに「○」をつけてください。 

＊地域課題は「あがっている」とした場合、地域自立支援協議会としてどのように地域課題を把握
したか、「直接受付、全体会・専門部会・各種連絡会等、個別支援会議、アンケート・ヒアリング
等、その他」のうち、該当するものに「○」をつけてください。 

＊各欄には、令和５年度に回答いただいた内容が記載されています。令和６年度（令和７年 3月 31
日現在）の内容に更新し、赤字で記入してください。 

 

  

あ
が
っ

て
い
る

あ
が
っ

て
い
な
い

わ
か
ら
な
い

地
域
自
立
支
援
協
議
会
で

直
接
受
付

全
体
会
・
専
門
部
会
・

各
種
連
絡
会
等

個
別
支
援
会
議

ア
ン
ケ
ー

ト
・
ヒ
ア
リ
ン

グ
等

そ
の
他

1

地域課題の把握方法
（複数回答）

地域課題は
あがっているか

区市町村名

地域自立支援協議会における地域課題

設設置置 設設置置年年月月
運運営営
方方法法

回回数数
委委員員
数数

当当事事
者者数数 部部会会名名 回回数数

委委員員
数数

当当事事
者者数数

0 0 (0)

0 0 (0)

0 0 (0)

0 0 (0)

区区市市町町村村名名

設設置置状状況況 全全体体会会 専専門門部部会会等等

11 (0)

担担当当部部署署等等 郵郵便便番番号号 住住　　所所 電電話話番番号号

11

区区市市町町村村名名
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（３）ＩＣＴの活用（複数回答） 

地域自立支援協議会活動においてＩＣＴを活用していますか。次の①～⑨の番号から活用して
いる取組を選び、その内容を具体的に記入してください。 

 
① 当事者等が集合形式での参加が難しい場合、ハイブリッド形式（集合とリモートの双方に
対応した方法）で会議を実施 

② 会議録作成等に、音声認識による文字起こしツールを活用 
③ 会議等で音声認識ツールを活用し音声を文字化して表示 
④ 会議資料をデータ配布、画面共有等により提供（紙を使用しない。） 
⑤ 遠隔コミュニケーションロボットを活用して会議等に参加 
⑥ 講演会等の動画配信 
⑦ 調査・アンケート等でＷｅｂ回答できるフォームを用意 
⑧ その他（                 ） 
⑨ 特に活用していない。 
 
 

５ 地域移行・地域生活支援の取組新規 

（１）施設入所者・長期在院者等の実態把握（複数回答） 

障害福祉計画では、地域移行者数や長期入院患者数の目標値を設定していますが、その実態を
どのように把握していますか。次の①～⑥の番号から該当する番号を全て選び、実施内容を具体
的に記入してください。 

 
① 入所施設や入院先の病院に出向いて、本人や家族の地域移行の希望を調査 
② 施設入所者や長期在院者等に対し、アンケート等を実施 
③ 入所施設や入院先の病院との連携を図ることで入所者等の意向を把握 
④ 障害支援区分の認定調査の際に実態を把握 
⑤ その他（                 ） 
⑥ 特に把握していない。 
番号 
 
 
 

（２）利用しているサービス等（複数回答） 

前項で実態を把握しているとした場合回答してください。地域移行を希望している施設入所者
や長期在院者は、何らかのサービス等を利用していますか。次の①～⑥の番号から該当する番号
を全て選び、その内容を具体的に記入してください。 

 
① 相談支援（地域移行支援など） 
② グループホーム等の体験利用 
③ ピアサポーターの活用 
④ 施設や病院からの働きかけ 
⑤ その他（                 ） 
番号 
 
 

一 覧 
 

① 各区市町村における地域自立支援協議会の設置状況（一覧） 

＊令和６年 3 月 31 日現在の情報です。令和７年 3 月 31 日現在の内容に更新し、赤字で記入して
ください。 

＊地域自立支援協議会の運営方法は、「直営、委託、直営・委託、指定管理」から選択してください。 
＊障害当事者（本人）で委員に就任されている方の人数を、「当事者数」に再掲してください。この
人数は、個票２「（２）委員構成」の種別に関係なく、区市町村で障害当事者（本人）として対応
している方の人数となります。 

 
② 各区市町村地域自立支援協議会の事務局（一覧） 

＊令和６年 3 月 31 日現在の情報です。令和７年 3 月 31 日現在の内容に更新し、赤字で記入して
ください。 

 
③ 各地域自立支援協議会における地域課題（有無・把握方法） 

＊地域自立支援協議会において具体的な地域課題はあがっているか、「あがっている、あがっていな
い、わからない」のうち、該当するものに「○」をつけてください。 

＊地域課題は「あがっている」とした場合、地域自立支援協議会としてどのように地域課題を把握
したか、「直接受付、全体会・専門部会・各種連絡会等、個別支援会議、アンケート・ヒアリング
等、その他」のうち、該当するものに「○」をつけてください。 

＊各欄には、令和５年度に回答いただいた内容が記載されています。令和６年度（令和７年 3月 31
日現在）の内容に更新し、赤字で記入してください。 
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地域課題の把握方法
（複数回答）

地域課題は
あがっているか

区市町村名

地域自立支援協議会における地域課題

設設置置 設設置置年年月月
運運営営
方方法法

回回数数
委委員員
数数

当当事事
者者数数 部部会会名名 回回数数

委委員員
数数

当当事事
者者数数

0 0 (0)

0 0 (0)

0 0 (0)

0 0 (0)

区区市市町町村村名名

設設置置状状況況 全全体体会会 専専門門部部会会等等

11 (0)

担担当当部部署署等等 郵郵便便番番号号 住住　　所所 電電話話番番号号

11

区区市市町町村村名名
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④ 各地域自立支援協議会における当事者の参画状況（当事者本人） 

＊地域自立支援協議会（全体会及び専門部会）における当事者本人の参画についての質問です。 
＊上段左欄には、当事者委員の障害種別について、該当する欄に、全体会及び専門部会を合計した
人数を記載してください。 

＊上段中央欄には、当事者委員（全体会及び専門部会）の経験年数別人数を記載してください。左
欄の合計人数と同様になるよう留意してください。 

＊上段右欄には、当事者委員の選任方法別の人数を記載してください。左欄の合計人数と同様にな
るよう留意してください。 

＊下段右欄は、経験年数が３年未満の当事者委員がいる場合、その委員が会議の場で発言しやすく
するためなどに配慮していることを記入してください。 

＊下段中央欄には、当事者委員が自立支援協議会（部会を含む。）に参画することで、成果が挙がっ
たこと、意義があったこと等を記入してください。 

＊下段右欄は、当事者委員がいない場合、選任できない理由等について記入してください。 
＊令和５年度と同じ設問については、令和５年度に回答いただいた内容が記載されています。令和
６年度（令和７年 3月 31日現在）の内容に更新し、赤字で記入してください。 
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1

当事者委員の経験
年数別人数

当事者委員の
選任方法別人数

区市町村名

全体会及び専門部会等の当事者委員
障害等種別ごとの人数

 

⑤ 各地域自立支援協議会における当事者の参画状況（当事者家族）  

＊この項目は新規設問です。 
＊地域自立支援協議会（全体会及び専門部会）における当事者家族の参画についての質問です。 
＊左欄には、当事者家族である委員（全体会及び専門部会）について、その家族が担う当事者ご本
人の障害等種別について、該当する欄にその人数を記載してください。 

（例）全体会に、知的障害者の親である委員 1人、精神障害者の親である委員 1人、子供支援部会
に重症心身障害児の親である委員 1人がいる場合、「知的障害」・「精神障害」・「重症心身障害」の
各欄に 1と記入 

＊右欄には、当事者家族が委員として自立支援協議会（部会を含む。）に参画している場合、どのよ
うな役割（当事者本人の意見の代弁、当時者家族としての意見、あるいはその両方等）を期待し
ているか記入してください。  
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区市町村名
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④ 各地域自立支援協議会における当事者の参画状況（当事者本人） 

＊地域自立支援協議会（全体会及び専門部会）における当事者本人の参画についての質問です。 
＊上段左欄には、当事者委員の障害種別について、該当する欄に、全体会及び専門部会を合計した
人数を記載してください。 

＊上段中央欄には、当事者委員（全体会及び専門部会）の経験年数別人数を記載してください。左
欄の合計人数と同様になるよう留意してください。 

＊上段右欄には、当事者委員の選任方法別の人数を記載してください。左欄の合計人数と同様にな
るよう留意してください。 

＊下段右欄は、経験年数が３年未満の当事者委員がいる場合、その委員が会議の場で発言しやすく
するためなどに配慮していることを記入してください。 

＊下段中央欄には、当事者委員が自立支援協議会（部会を含む。）に参画することで、成果が挙がっ
たこと、意義があったこと等を記入してください。 

＊下段右欄は、当事者委員がいない場合、選任できない理由等について記入してください。 
＊令和５年度と同じ設問については、令和５年度に回答いただいた内容が記載されています。令和
６年度（令和７年 3月 31日現在）の内容に更新し、赤字で記入してください。 
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⑤ 各地域自立支援協議会における当事者の参画状況（当事者家族）  

＊この項目は新規設問です。 
＊地域自立支援協議会（全体会及び専門部会）における当事者家族の参画についての質問です。 
＊左欄には、当事者家族である委員（全体会及び専門部会）について、その家族が担う当事者ご本
人の障害等種別について、該当する欄にその人数を記載してください。 

（例）全体会に、知的障害者の親である委員 1人、精神障害者の親である委員 1人、子供支援部会
に重症心身障害児の親である委員 1人がいる場合、「知的障害」・「精神障害」・「重症心身障害」の
各欄に 1と記入 

＊右欄には、当事者家族が委員として自立支援協議会（部会を含む。）に参画している場合、どのよ
うな役割（当事者本人の意見の代弁、当時者家族としての意見、あるいはその両方等）を期待し
ているか記入してください。  
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⑥ 各区市町村における相談支援体制の整備状況等（一覧） 

＊令和６年 3 月 31 日現在の情報です。令和７年 3 月 31 日現在の内容に更新し、赤字で記入して
ください。自立生活援助事業所数と拠点コーディネーターの配置は新規設問です。 

＊「基幹相談支援センター数」は、一覧「⑦各区市町村における基幹相談支援センターの設置状況」
の事業所数を記入してください。未設置の場合は、０を記入してください。 

＊「日中サービス支援型共同生活援助」の開設の有無は、「有、開設予定、無」から選択してくださ
い。また、「有」「開設予定」の場合は、必ず、事業報告・評価の機会について、「設けている、設
けていない」から該当するものを選んでください。 

＊「地域生活支援拠点等の整備状況」の整備状況は、「整備済、整備中、検討中」から該当するもの
を選んでください。整備時期は、未定の場合は、「未定」と記入し、整備月が確定していない場合
は、「令和〇年度」、「令和〇年」、「令和〇年〇月頃」と記入してください。整備類型は、「多機能
拠点整備型、面的整備型、多機能拠点整備型＋面的整備型、その他、未定」から該当するものを
選んでください。「その他」とした場合は、（ ）内にその内容を記入してください。拠点コーデ
ィネーターの配置は、「配置している、配置していない、配置予定、その他」から該当するものを
選んでください。「その他」とした場合は、（ ）内にその内容を記入してください。地域生活支
援拠点等を未整備の場合は、空欄としてください。 

 
 
 

  

地地域域移移行行
支支援援

地地域域定定着着
支支援援
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⑦ 各区市町村における基幹相談支援センターの設置状況（一覧） 

＊令和６年 3 月 31 日現在の情報です。令和７年 3 月 31 日現在の内容に更新し、赤字で記入して
ください。 

＊「運営方法」は、「直営、委託、直営委託、指定管理」から該当するものを選んでください。 
＊昨年度調査で「設置予定」又は「未設置」であった区市町村で、今年度新たに「設置」又は「設置
予定」となった場合、それぞれ一番上の欄に回答枠がありますので、そこに記入してください。 

＊各基幹相談支援センターが担っている機能等について、該当するものに○をつけてください。 
 

 
 
＊障害者総合支援法の改正により、基幹相談支援センターの設置は、努⼒義務となりました。「設置
予定」又は「未設置」となっている場合は、現在の準備状況について、以下に記入してください。 
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⑥ 各区市町村における相談支援体制の整備状況等（一覧） 

＊令和６年 3 月 31 日現在の情報です。令和７年 3 月 31 日現在の内容に更新し、赤字で記入して
ください。自立生活援助事業所数と拠点コーディネーターの配置は新規設問です。 

＊「基幹相談支援センター数」は、一覧「⑦各区市町村における基幹相談支援センターの設置状況」
の事業所数を記入してください。未設置の場合は、０を記入してください。 
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を選んでください。整備時期は、未定の場合は、「未定」と記入し、整備月が確定していない場合
は、「令和〇年度」、「令和〇年」、「令和〇年〇月頃」と記入してください。整備類型は、「多機能
拠点整備型、面的整備型、多機能拠点整備型＋面的整備型、その他、未定」から該当するものを
選んでください。「その他」とした場合は、（ ）内にその内容を記入してください。拠点コーデ
ィネーターの配置は、「配置している、配置していない、配置予定、その他」から該当するものを
選んでください。「その他」とした場合は、（ ）内にその内容を記入してください。地域生活支
援拠点等を未整備の場合は、空欄としてください。 
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